
平成 28-29 年度 東三河地域防災協議会研究テーマ 

Web サイト「つながる防災」を通じた防災コミュニティ形成 

（報告書） 

平成 30 年 2 月 

豊橋技術科学大学 安全安心地域共創リサーチセンター 



目 次 

1 研究概要 

 1.1 研究目的 ・・・・・ 3

1.2 研究課題 ・・・・・ 3

1.3 研究体制 ・・・・・ 4

1.4 Web サイト「つながる防災」の設置経緯と仕様 ・・・・・ 4

 1.5 研究の構成  ・・・・・ 6

2 外国人を対象とした防災対策に関する基礎的調査 

2.1 全国各地の外国人を対象とした防災対応事例 ・・・・・ 8

2.2 外国人を雇用している企業への調査 ・・・・・15

2.3 海外事例調査  ・・・・・21

3 防災イベントの企画等を通じた防災ネットワークの構築 

3.1 防災イベントの開催 ・・・・・43

3.2 外国人への防災啓発イベントの開催  ・・・・・46

3.3「つながる防災」による防災ネットワークの拡大 ・・・・・52

4 Web サイト「つながる防災」の有効性の検討 

4.1「つながる防災」を通じて発信された記事 ・・・・・54

4.2 記事別閲覧数にみる効果  ・・・・・55

4.3 防災教育教材提供サービスの整備・公開 ・・・・・56

5 成果のまとめ 

5.1 得られた成果    ・・・・・58

  5.2 Web サイトを通じた防災コミュニティ形成の可能性 ・・・・・59

資料編 ・・・・・61

2



 
 

 

1 研究概要 

 

1.1 研究目的 

 豊橋技術科学大学安心安全地域共創リサーチセンター（以下、CARM）では、東三河の企業・自

治体等において災害時に活躍できる防災の担い手の育成を目的に、平成 25 年度から「地域地震

防災コース」（プログラムの改訂に伴い平成 28 年度より「東三河防災カレッジ」に名称を変更）

を開講し、地震・津波の発生メカニズム、建物や地盤の地震対策技術、地震後の避難や事業継続

などをテーマに講義を実施している。また、定期的に東三河の防災力向上をテーマとしたシンポ

ジウムを開催している。 

平成 26 年度には、豊橋技術科学大学がとりまとめ役となり、地方自治体の三河港湾担当部署

や港湾地区の企業協議会等から構成される三河港湾防災・減災連絡会（平成 28年度からは、「東

三河防災・減災連絡会」に名称を変更）を発足し、実践的な防災担当者の養成と地域防災力の向

上をテーマに、意見交換を実施してきた。 

そして平成 27 年度には、さらなる防災の普及・啓発のため、東三河地域を中心とする各地の

日頃の防災・減災の取り組みを Web サイトで紹介し、それに共感する不特定多数のもの同士が、

お互いに交流を深めることを目的とした防災情報共有 Web サイト「つながる防災」

（http://carm.tut.ac.jp/bousai_archives/）（図 1-1）を立ち上げた。 

 

 本研究では、この Web サイト「つながる防災」を、企業・自治体だけでなく市民も含めた東

三河の防災・減災に資する交流サイトとして、内容を充実させ、広く活用を図ることで、地域防

災力の向上につなげるとともに、Web サイトを通じた防災コミュニティ形成の在り方を探ること

を目的とする。 

 

1.2 研究課題 

以上の目的に沿い、本研究では、以下 1) ～ 5）を平成 28-29 年度の研究課題とする。 

 

  1) 学校や地域の防災啓蒙・知識の普及に役立つ講義・教材等を Web サイトで公開し、大学 

の知の普及を図る。 

  2) 東三河地域に住む外国人の防災ニーズを把握し、必要な情報を提供する外国語 Web サイ

トを構築する。 

  3) Web サイトを通じた様々な防災情報の発信、防災イベント等を企画する。 

  4) 大学・企業・自治体・市民をつないだ防災ネットワークを構築する。 

  5) Web サイトを通じた防災コミュニティ形成の在り方を探る。 
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1.3 研究体制 

 本研究の遂行にあたり、CARM センター長斉藤大樹を研究担当者（責任者）として、実施組織

である CARM 及び本学スタッフ 8 名が企画・連絡調整や事務補佐等に当たった。研究実施メンバ

ーは表 1-1 の通りである。 

 

表 1-1 

氏名 所属 職名 役割等 

斉藤大樹 CARM センター長／教授 統括 

松井智哉 CARM 准教授 調査協力 

杉木 直 CARM 准教授 調査協力 

辛島一樹 CARM 助教 調査協力 

穂苅耕介 CARM 特任助教 研究推進担当 

松井雅世 CARM 事務補佐 事務担当 

岡田恵実 CARM 事務補佐 Web管理者（～H28年度） 

尾崎由香 CARM 事務補佐 Web管理者（H29年度～） 

 

1.4 Web サイト「つながる防災」の設置経緯と仕様 

 防災情報共有 Web サイト「つながる防災」は、三河湾を埋め立てて造成された企業団地（蒲

郡地区／御津地区／神野地区／明海地区／田原地区）間の防災の取組格差を、防災情報共有を促

図 1-1 「つながる防災」を通じたコミュニティ形成のイメージ 
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進することで解消することを目的として設置した情報交流の場である（図 1-2）。CARM を管理責

任者として 2015 年 3 月に設置・運用を開始した。 

 Web サイトの仕様は、WordPress を利用したブログ形式をとっており、各種記事投稿（情報提

供、メディア掲載、自主企画の案内・活動報告）の他、防災関連教材の公開等も随時行っている。 

Web サイトは、各工業団地の防災自治会（蒲郡地区委員会防災部会／御津臨海企業懇話会／神

野地区防災自治会／明海地区防災連絡協議会／田原臨海企業懇話会）から選任された広報担当に

も記事の投稿権限を付与することで、CARM を管理者とした共同運営で行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 1-2 防災情報共有 Web サイト「つながる防災」 

（http://carm.tut.ac.jp/bousai_archives/） 
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1.5 研究の構成 

 本報告書では、Web サイト「つながる防災」を通じた防災コミュニティ形成のため、1.2 に示

した今年度の研究課題に沿い、2 章では、外国語 Web サイトの構築のために実施した外国人を対

象とした防災対策に関する基礎的調査の結果について報告する。3 章では、防災イベントの企画

等を通じた防災ネットワーク構築のプロセスについて報告する。最後の 4 章では、防災ネット

ワークの構築を図る上で、防災情報共有 Web サイト「つながる防災」の有効性について検討する。 
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2 外国人を対象とした防災対策に関する基礎的調査 

 

東日本大震災の発生時には、日本語能力が不十分で災害情報の理解ができない、インターネッ

トを使用していないので最新情報の入手が困難といった原因により、多くの外国人が情報不足に

陥った。また、災害時には正しい防災知識に基づく冷静な対応をとることが求められるが、外国

人は日本人より普段からの防災知識が十分に備わっているとはいえない状況である。外国支援団

体は様々な取組により、外国人向けの防災に関する情報提供や教育などを行っているが、十分に

伝達されているかが課題となっている。 

 東三河地域には、自動車関連企業が集積し、そこで働く多くの外国人が市民として私たちと共

に生活をしている。東日本大震災の教訓に基づく、東三河地域で生活する外国人への防災対策は

見過ごすことのできない重要な課題である。 

本研究では、Web サイト「つながる防災」を、外国人を対象とした防災対策に活用することも

視野に入れた検討を行う。そのために、まず全国各地の外国人を対象とした防災対応事例を

調査し、その動向を把握する（2.1）。次に、東三河地域で生活する外国人の防災意識に関

する実態把握の一環で、とくに外国人の多い豊橋市内の企業を対象としたアンケート調査

を行い、外国人労働者に対する企業の防災対策の実態を把握する（2.2）。最後に、近年頻

発する海外での震災事例として、2017 年 9 月に発生したメキシコ中部地震の被災地調査を

行い、日本国内のみならず海外事例の情報収集も行う（2.3）。 
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2.1 全国各地の外国人を対象とした防災対応事例 
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以上のことから近年の全国各地の外国人を対象とした防災対策の動向として次のことを把握

した。 

（情報伝達の方法について） 

・イラストをふんだんに取り入れ、日本語が十分にわからない外国人にも視覚的にも理解できる

ようにする、または、防災に関する情報を日常生活に役立つ情報と組み合わせて提供するなど

の工夫がみられる。 

・日本語の情報の多言語変換は、翻訳できる人手が必要で労力も多分にかかる。災害時にできる

だけ早く正確な情報が届けられるよう、多言語対応の自動翻訳サービスや防災アプリの開発が

行われている。 

・外国人観光客の多い地域では、外国人向けに多言語翻訳されたマニュアルだけでなく、外国人

の対応に当たる日本人向けのマニュアルの整備も行われている。 

・既往研究のほとんどは、既存の外国人への情報伝達ツールがまだ十分に機能していないとの認

識を示している。 

 

 

2.2 外国人を雇用している企業への調査 

 

（1）調査目的 

本調査では、外国人住民の防災意識に関する実態把握を行うことを目的とし、その一環として

今年度は、豊橋市内の企業を対象としたアンケート調査を行い、外国人労働者に対する企業の防

災対策の実態を把握する。 

 

（2）調査方法                 表 2-1 アンケートの配布先企業 

 豊橋市の製造業において、外国人労働者が多い

と想定される製造業を対象として、企業の業種、

企業名、住所、電話番号を i タウンページから抽

出し、計 1,500 社にアンケートを送付した（表

2-1）。企業における防災活動は、「生命の安全確

保」、「二次災害の防止」、「事業の継続」、「地域貢

献・地域との共生」という 4 要素を中心に計画さ

れるとされる。 

そのことを踏まえ、外国人労働者の国籍や人数

等、外国人従業員を対象とした防災対策の対応や

支援の状況、対応の課題、必要な対策等に関する

項目を設定した（表 2-2）。 
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（3）アンケート実施概要                         表 2-2 アンケート項目の設定で留意した点 

 豊橋市内の製造業を対象とした企業アンケート

の実施期間と送付・回収方法、回収数・回収率は以

下に示すとおりである。 

 送付日：平成 28 年 11 月 21 日 

 回収日：平成 28 年 11 月 28 日 

 送付方法：郵送送付 

 回収方法：郵送回収 

 回収状況 

 送付数：1,500 通 

 回収数：369 通（無効票 18 通）回収率：24.9％ 

 

（4）回答企業の属性 

 回答企業を中小企業基本法に照らして、小規模企業、中小企業、大企業に分類した。また、外

国人の雇用の有無を分類した（表 2-3）。 

 その結果、回答企業は小規模企業が 74％と全体の 4 分の 3 を占め、続いて中小企業が 24％、

大企業が 2％を占めた（図 2-1）。また、外国人労働者がいる企業の割合は中小企業の「101-300 人」

が 56.3% と割合が最も高く、続いて大企業で 50% を占めている。企業の規模が大きいほど外国

人労働者がいる企業の割合が高く、「101 人以上」の企業では、半数以上で外国人労働者が雇用

表 2-3 回答企業における外国人雇用割合 

図2-3 回答企業の業種構成 

図 2-1 回答企業の割合（規模別） 図 2-2 外国人を雇用している企業の割合 
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されていることがわかった（図 2-2）。回答企業の業種構成は、「金属製品」業が最も多く、約 2 割

を占めている（図 2-3）。 

 

（5）外国人を雇用している企業の属性 

 外国人を雇用している企業の業種の上位は、「化学・プラスチック」、「輸送機械器具」、「建築

資材」、「食料品」で全体の約 7 割強であった（図 2-4）。外国人を雇用していると回答した企業

の分布をみると、明海工業団地と鉄道沿線に比較的多く立地していることがわかる（図 2-5）。 

 

 

（6）外国人労働者の属性 

 回答企業における外国人労働者の国籍、来日

期間、日本語の理解については、図 2-6 ～図 

2-8 の通りである。 

【国籍】 

 上位は、ブラジル、フィリピン、中国、ペル

ーで全体の約 9 割を占めている。そのうちブラ

ジル国籍が最も多く全体の約 6 割を占めてい

る。 

【来日期間】 

 来日期間が「3 年以下」の外国人がやや多く

6 割を占めている。規模別では、従業員 301 人

以上の「大企業」と従業員 6-20 人の「小規模

企業」で来日期間「3 年以下」の外国人労働者

の割合が高かった。 

図 2-4 外国人を雇用している企業の業種 図 2-5 外国人を雇用している企業の分布 

図 2-6 国籍構成 

図 2-7 来日期間 

図 2-8 日本語の理解 
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【日本語の理解】 

 日本語が「理解できる」外国人労働者の割合は 5割強であった。規模別では、従業員 6-20 人

の「小規模企業」は、いずれも日本語が「理解できる」外国人を雇用している。従業員 21-100 人

の「中小企業」でも日本語が「理解できる」外国人労働者の割合が高いことから従業員数が少な

い企業ほど日本語が「理解できる」外国人を雇用する傾向がみられる。 

 

（7）外国人を雇用している企業の防災対策の実施状況 

 回答企業における防災対策の実施状況をみると、従業員数 301 人以上の「大企業」では 100％

実施、以降、従業員数の多い分類別にみていくと従業員数の多い企業ほど防災対策が実施されて

いる傾向がみられた（図 2-9）。 

 外国人を雇用している企業の防災対策の実施状況をみると、外国人を雇用していない企業のそ

れと比べてもあまり傾向に差はないとみられることから、外国人雇用の有無と防災対策の実施の

有無との関係はさほどないように思われる（図 2-10）。 

 防災対策の際、企業が想定する災害は、「地震」が 45% と最も多く、それ以外では割合が高い

順番に「台風」が 22％、「津波」が 17％であった（図 2-11）。 

 続いて、企業が実施している防災対策の内容をみると、「防災用品の用意・非常食の備蓄等」

が最も実施されている。それ以外では、「防災体制の組織化」、「避難訓練の実施」、「避難行動計

画の策定」、「従業員を対象とした防災教育の実施」、「メール配信」の割合が他の項目に比べて高

かった。「その他」では、「安否確認のメール問合せ」、「BCP マニュアルを訓練の結果を踏まえた

改訂」、「防火設備の整備，維持点検」、「事前の風雨対策」、「災害時優先電話の設置」、「廃タイヤ 

 

図 2-9 回答企業の防災対策の実施割合 

図 2-10 外国人を雇用している企業の防災対策の実施割合 図 2-11 防災対策における災害想定 
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置き場の整備，防火，消火整備」、「従業員を対

象とした安全確認の連絡網（訓練）」、「防災井

戸設置，屋根補強対策」などの回答があった（表

2-4）。 

 外国人を雇用している企業の外国人対応の

状況をみると、従業員数 301 人以上の大企業

では、約 7 割の企業が外国人を対象とした防

災対策を実施しているが、従業員 300 人以下

の企業では、約 2 ～ 3 割の企業でしかそれが

なされていないことがわかる。 

一方、言語対応の有無をみると、外国人を対

象とした防災対策を実施していると回答した

従業員数 301 人以上の大企業では、言語対応を

行っておらず、従業員 300 人以下の企業では、

言語対応を行っていることがわかる（図 2-12）。 

 以上より、企業の外国人労働者への防災対策、

言語対応の有無を含め、外国人を雇用している

企業の特徴を考察すると、大企業ほど従業員へ

の防災対策を実施する傾向がみられる。従業員

数 301 人以上の企業では、外国人労働者への

防災対策も約 7 割の企業が実施している。そ

の一方、こうした企業では、日本語が理解でき

ない外国人労働者の占める割合が高いにも関

わらず、言語対応までは行っていないことがわ

かった。この点で、従業員数 300 人以下の中

小企業では外国人労働者への防災対策の実施

割合は低いものの日常的なコミュニケーショ

ン量が関係してか言語対応はなされる傾向に

あることがわかった。 

 

（8）外国人対応の内容 

 外国人を雇用している企業が、外国人に対し

て実施している防災対策の内容をみると、「防

災教育・避難訓練」に参加させる、「言語対応」

を図る、「安否確認メール」を送るといった内

容がみられた（表 2-6）。 

表 2-4 防災対策の実施内容 

図 2-12 外国人労働者への防災対策の実施割合 

表 2-5 外国人を雇用している企業での防災対策 

表 2-6 外国人労働者への対応 

表 2-7 外国人対応における課題 

19



 
 

外国人対応における課題をみると、「母国語への

通訳（言語対応）」を課題とする回答の他、「伝達・

対応ができていない」、「内容が理解できない」な

どコミュニケーション上の理由からくる回答が

挙がった（表 2-7）。雇用している外国人労働者の

うち派遣社員に対しては、そもそも異なる扱いを

しているという回答もみられた。 

 外国人を雇用している企業が外国人対応に必要だと考えるものについては、課題にも挙がった

「言語対応」をはじめ、「施設改善・行政支援」、「防災情報・マニュアル」、少数意見では「携 

帯アプリ」という回答がみられた（表 2-8）。 

 

（9）調査結果のまとめ 

 この調査では、企業における防災対応の実態把握調査結果から、企業の規模が大きいほど企業

全体の防災対策および外国人を対象とした防災対策も行われているが、言語対応が行われなくな

る可能性があることがわかった。更に、言語対応の改善の課題があり、それに対する支援が必要

であることが把握できた。 

 今回の調査は、外国人を雇用している企業の外国人対応の基礎的調査であったが、今後は外国

人労働者に直接アンケートを実施し、外国人労働者側からの労働環境や防災への意識についても

把握したいと考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-8 外国人対応に必要だと考えるもの 
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2.3 海外事例調査（メキシコ中部地震 2017.9） 

※日本建築学会による調査として実施（本学調査員の調査旅費の一部は、本研究助成を充当） 
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※本報告は、日本建築学会「メキシコ中部の地震災害調査団」速報会の資料から、本研究助成で

調査を行った本学調査員の調査結果を抜粋したものである。 

 

本調査のまとめ（本まとめには、調査に同行した他調査員の調査結果からの知見を含んでいる） 

 ・RC 骨組＋レンガ壁（枠組み組構造）建物の被害が多い 

 ・古い基準（1985 年以前）の建物に被害が集中 

 ・被害形態に目新しさは見られない 

   地震後しばらくしてから建物が崩壊した原因は不明 

  １階駐車場の建物で被害、隣棟との衝突被害は多い 

 ・地盤により被害程度が異なる 

 ・新しいメキシコシティ基準（2017.12）には、地盤ゾーニングがない 

  ネットで建物の座標を指定して、その地点の応答スペクトルを使う 

  GIS の活用は進んでいる 

 

（上記結果を踏まえたいくつかの問いへの回答） 

 ○解析はできるか？→難しい 

  レンガ壁が剛性・体力に寄与／地盤・基礎・建物の相互作用の影響 
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 ○日本のノウハウが役に立つのか？ 

  RC 造の診断・補強技術・経験／長周期地震動対策（制振） 

免震はほとんどない（免震は否定的） 

  

・海外被害調査に関して（よかった点） 

 SNS 情報の利用 

 海外研究者との人的ネットワーク 

 

 

 

3 防災イベントの企画等を通じた防災ネットワークの構築 

  

3.1 防災イベントの企画 

Web サイトを利用してこの地域の防災活動情報の共有を図り、防災コミュニティ形成に役立て

ることがこの研究活動のねらいである。このために、Web ベースで地域の防災活動情報の集約・

発信作業を行うだけでなく、自主企画の防災イベントを企画し、その実現プロセスの協働を通じ

て防災コミュニティの醸成を図ることで、防災ネットワークの更なる構築を試みた。 

 上記に基づいて今年度企画した防災イベントは次の通りである。なお、企画したイベントの一

部は、文部科学省からの委託事業として実施した。 

 

2016 年度 

 ・熊本地震調査結果報告（2016/5、2016/7 ）（写真 3-1） 

 ・防災教育プログラム 2016 年度「東三河防災カレッジ」（2016/10-12）（写真 3-2）（※） 

 ・防災シンポジウム「熊本地震から学ぶ震災後の復興」（2016/12 ）（図 3-3）（※） 

 ・外国人市民向け体験型防災講座「多文化のまちで暮らす、豊橋の防災」（2016/3 ）（写真 3-4） 

 

2017 年度 

・防災教育プログラム 2017 年度「東三河防災カレッジ」（2017/10-2018/2）（※）（写真 3-5） 

・防災シンポジウム「巨大地震から東三河地域を守る」（2017/12）（※）（写真 3-6） 

・東海圏減災研究コンソーシアム 防災シンポジウム 

「あした大地震がおきるとしたらあなたはどうしますか」（2018/3 予定）（※） 

 （※）文部科学省の委託事業として実施 
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写真 3-1 熊本地震調査結果報告（於：豊橋技術科学大学） 

 

   写真 3-2 2016 年度「東三河防災カレッジ」（写真右は、天狗缶詰三河工場での研修の様子） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3-3 防災シンポジウム「熊本地震から学ぶ震災後の復興」 
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写真 3-4 外国人市民向け体験型防災講座「多文化のまちで暮らす、豊橋の防災」 

 写真 3-5 2017 年度「東三河防災カレッジ」（写真右はデンソー防災訓練視察の様子） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3-6 防災シンポジウム「巨大地震から東三河地域を守る」 
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3.2 外国人への防災啓発イベントの開催 

企画した防災イベントの中でも本研究助成テーマで、新たに取り組んだのが、外国人への防災

啓発である。 

 この東三河には、ブラジル人をはじめとして多くの外国人市民が暮らしている。臨海部の企業

で働く外国人労働者が多いが、近年では勤め先や働き方も多様になってきている。公営団地暮ら

しではなく戸建住宅や民間賃貸住宅暮らしをする外国人市民もみられるようになった。街中には

すでに当たり前のように外国人市民が溶け込んでいる。この東三河地域の防災力向上のためには、

外国人市民が当たり前にいる街であることを踏まえた、多文化の街の防災教育のあり方について

今後検討していく必要がある。前述の通り、本研究では外国語 Web サイト構築を課しているが、

構築する上では利用対象者像を明確にするとともに、利用される Web サイトにするための共に

構築するプロセスが重要であると考えた。 

そこで、多文化のまちであるという認識を市民間で共有することと、その認識の上にたって、

防災を入口として外国人市民の考えを理解したり、外国人市民を含めた地域のあり方を考えたり

するきっかけとして防災セミナーを企画した。セミナーは「多文化のまちで暮らす、豊橋の防災」

と題して、（公財）豊橋市国際交流協会との共催企画として、豊橋市の後援を得て 2017 年 3 月

11 日（土）の実施に向けて Web サイト「つながる防災」の他、外国人に情報がとどくよう豊橋

ブラジル協会等の協力を得、Facebook など SNS と連動した広報をおこない参加者を募った。以

降では、このセミナー企画の実現プロセスを整理する。 

 

【開催概要】 

 名称：体験型防災講座「多文化のまちで暮らす、豊橋の防災」 

 日時：平成 29 年 3 月 11 日（土）13:30 ～ 17:00 

場所：あいトピア（豊橋市前畑町 115） 

 定員：50 名 

 主催：豊橋技術科学大学 安全安心地域共創リサーチセンター 

 共催：（公財）豊橋市国際交流協会  後援：豊橋市 

 

 第１部 

   地震発生のメカニズム学習（60 分） 

講師：斉藤大樹（CARM センター長） 

        ４ヶ国語に翻訳したテキストを配布して実施 
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第２部 

   地震 ITSUMO 講座（120 分） 

講師：室崎祐輔（NPO 法人プラス・アーツ神戸事務所長） 

      身近なところから日常的に災害への備えについて体験学習 

     「帰ってすぐにできる家具の転倒防止対策」 

「被害者に聞いた、本当に役立つ防災グッズ」 

     「まさに不便！二重三重のトイレ対策」 

     「食べながら備える非常食（ローリングストック法）」 

     「紙食器づくり体験」 他 

 

セミナーは、2 部構成になっており、前半の第 1 部は、第 2 章で紹介した 4 ヵ国語に翻訳した

テキスト教材（図 3-4）を用いた講義形式の講座、後半の第 2 部は、国内だけでなく国外の様々

な地域で防災教育の普及活動を行っている NPO 法人プラス・アーツに講師派遣依頼をし、身の

回りにあるものでできるところから実践する日常の暮らしの中で育む防災の知恵を体験学習す

る演習形式の講座とし、第 1 部と第 2 部との間で参加者との意見交換を行った。参加の呼びか

けは、（公財）豊橋市国際交流協会の「災害時通訳ボランティア」登録者を中心に行っているこ

とから、母国語に翻訳されたテキストがあればある程度の日本語は理解可能とみなし、第 1 部、

第 2 部とも日本語で行うことにした。 

 図 3-4 外国語翻訳した教材（左：ポルトガル語、右タガログ語） 
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（1）外国人を対象としたイベント実施における基礎的調査過程 

 防災セミナーは、本研究の外国語 Web サイトの構築のためにこの地域の外国人の住まいや暮

らしの状況、行政等による外国人住民に対する防災意識啓発の取組状況等に関する情報収集の過

程で持ちあがった企画である。 

情報収集は、平成 27 年度の外国人防災をテーマにした修士論文「外国人住民の防災意識と外国

人支援団体の防災活動に関する研究－先進的取り組みが行われている東三河エリアを対象とし

て－」に取り組んだ広瀬潤君から相談先の紹介を受け、豊橋市多文化共生・国際課、（公財）豊

橋市国際交流協会、ABT 豊橋ブラジル教会の 3 機関へのヒアリング調査を通じて行った。訪問

日時等は下記の通りで、その結果を表 3-1 のように整理した。 

 

 【外国人市民の生活・防災に関する調査】 

  ○調査日時・対象 

     調査－1 

   日 時：平成 28 年 5 月 25 日（水）14:00 -15:00 

  対 象：豊橋市多文化共生・国際課（藤江、原田、三輪田） 

   訪問者：穂苅耕介、辛島一樹 

   調査－2 

 日 時：平成 28 年 6 月 6 日（月）15:00 ～ 16:00 

   対 象：豊橋市国際交流協会（竹岡美代子（防災担当）） 

   訪問者：穂苅耕介、辛島一樹 

     調査－3 

    日 時：平成 28 年 7 月 5 日（火）10:00 ～ 12:00 

  対 象：ABT 豊橋ブラジル協会 

   応対者：鈴木ギダ（ABT 代表） 

   訪問者：穂苅耕介 

 

  ○調査項目 

  ［住まい・暮らしの変化］変化の兆し／住まいの変化／集住エリア／言語／仕事 

  ［防災］意識や関心／情報共有によく使われる方法 

  ［その他］外国人防災の取組状況／外国人防災に役立つ統計資料等の入手方法など 
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表 3-1 豊橋在住外国人の生活・防災に関する調査結果（まとめ） 

豊橋市多文化共生・国際課 豊橋市国際交流協会 ABT豊橋ブラジル協会

行政 公益財団法人 NPO

藤江、原田、三輪田 竹岡美代子 鈴木ギダ

変化の兆し ・リーマンショック前後 ・リーマン・ショック直前（工場勤めの外国人

の収入が多かった）

・リーマンショック直前

住まいの変化 ・民間の戸建住宅、賃貸住宅に住んでいる外国

人がみられる。

・公的住宅以外の住居を選択する外国人は生

活が安定しており日本語能力も高い可能性があ

る。日本人を配偶者にもつ外国人も含まれる。

・住居を借りる際の保証人探しは苦労する（人

材派遣会社の上司が保証人になるケースが多

い）

・持ち家を取得する外国人がみられた。

・外国人向け住宅建設を行う民間会社もあっ

た(sala）。

・「借りれないけど建てられる」が外国人

共通の認識（民間の賃貸住宅は保証等の問

題があり借りることができない）

・リーマンショック直前にマイホームブームが

あった。

・（公的住宅における）プライバシーのない生活

から解放されたいというのが主な理由。

・近年では、「永住権がある」、「社会保険に加

入している」、「３年間の収入が安定している」、

「夫と妻の所得合計額が一定以上ある」などの

条件をクリアしていれば、「保証人不要」で住宅

を購入したり、賃貸住宅を借りたりすることがで

きる。

・「alternativa」という地域限定のフリーペーパー

に住宅販売の広告を載せる会社もある。

（ただし、信頼できるかどうかは別）

・ポルトガル語通訳を介した購入もできるが仲

介手数料などがかかる。

・日本語が話せるブラジル人は、日本人もよく

利用する不動産会社と直接交渉する。

・ブラジル人は住宅の使い方が日本人と違い、

２階建ての住居であれば、１階をダンスやカポ

エラなどができる活動スペースに利用し、２Fを

リビングやベッドルームとして利用する。

・本当はオーダー住宅にしたいが、コストがかか

るため、建売住宅等を購入後、内装に手を入れ

るケースが一般的。

集住エリア ・住まいの分散化がみられるとはいえ、基本的

には多くの外国人は公的住宅に住んでいる。

（中岩田、運動公園のまわり、大崎、多米あた

り）

・人材派遣登録か直接雇用かで住んでいる

エリアが違う。

・ブームの中心地は「多米」。

・移り住んだのはもともと岩田や多米の公的住

宅に住んでいた外国人。

・子どもが通う学校を変えたくないという理由か

ら住んでいる公的住宅周辺で新居を探す傾向

がある。

言語 ・公的住宅に住んでいる外国人は、日本での滞

在期間に関係なく日本語能力が低い可能性が

ある（日本語でコミュニケーションをとれる外国

人は全体の２〜３割。読み書きできる人はわず

か。国も支援している）

・読み書きを教えるなど、外国人を支援する側

で活動する外国人もいる。

・外国人を親に持つ日本語しか話せない子供

たちが増えた（そのため、むしろ母国語を習う

外国人が多い）

外国人の仕事 ・派遣が多い。

・派遣会社が外国人を派遣する際には、先方と

きちんとコミュニケーションがはかれる日本語能

力が高い外国人を必ず入れて派遣する。

・公的機関で外国人に特化した職業のあっせん

はしていない。公平を期するため。

・起業する外国人もみられる。業種は、食品販

売や中古自動車販売、通訳など。

・リーマンショック後の帰国支援事業によって

国に帰った外国人のうち、家と車をそのまま

放置し帰国する外国人が少なからずいたこと

が話題になった。

・ブラジル人に対してフィリピン人は賃金が低

いためフィリピン人労働者が増えている（より

コストのかからない労働者を海外からつれて

きている？）

・最近、豊橋フィリピン協会ができた。

・リーマンショック後、ブラジル人は減少傾向

だったが、ここ最近増加している。

・日系４世が仕事を求めて日本に来ている。た

だし、この世代は日本の文化や日本での暮らし

に対する理解がないため何らかの問題が生じ

る恐れがある。

・リーマンショック後は食べるものがなくなるほ

ど深刻。

・公的住宅に住む外国人は家賃の支払いを

待ってもらっていた。

・ブラジル協会（ギダさん）が協会のリーダーに

声をかけ配れる物資を集めた。

・リーマンショックの際、派遣切りにあった外国

人に対し派遣会社は何ら保護をしなかった。

・確定申告時に還付金請求できないよう源泉徴

収票を渡さない派遣会社があるため、国際交流

協会で毎年２月の第１、第２日曜日に確定申告

に関するサポートを行っている。

意識や関心 ・感心のある外国人は多い。

・防災訓練の際に起震車などもっていくと喜ぶ。

・災害が起きたときにどうすればよいかわからな

い外国人が多いため、派遣先企業等でも災害

時の行動についてあまり教えられていないので

はないか？

・防災は自治会の活動としてよく行われている

が、文化の違いから自治会を作る理由、所属す

る理由自体がわからないという外国人が多い。

・催しの募集をかけると関心をもってくる外国

人がいる（災害時通訳ボランティア登録して

いる外国人は意識が高い）

・いまは地震を体験したことがない外国人でもテ

レビやインターネットで情報が得られるので、そ

の怖さを想像できる。

情報 ・口コミやSNS（Facebookなど）で情報が拡散す

る。

・有益な情報であれば、チラシなど紙媒体でも

情報発信可能。

・IPCワールド（外国人向けマスメディア）←いま

は撤退した（ギダさん）

・Facebook、口コミ、ブラジル人協会を通じて

情報を得る。

・日本人と外国人とで感性が違うため、Web

サイトを通じて情報発信しようとする場合に

は受け取り側の外国人に色々意見をもらった

ほうがよい。

・今のところこれは使えると思うWebサイトは

ない。

・最も情報が届きやすいの「Facebook」。

・豊橋市の情報伝達ツール「ほっとメール」は、

多言語対応ということになっているが、いくつか

ある定形文からチョイスして発信しているに過ぎ

ないので、定形文を利用できないような情報が

あった場合には、言語変換されず届くことが多

い。

・「ほっとメール」の言語変換されていない情報

で、重要度が高いと個人的に判断したものにつ

いては、ポルトガル語変換してFacebookに投稿

し周知している。

・最近は、どこでもポルトガル語表記が当たり前

になってしまったことで、ブラジル人たちの要望

がどんどんエスカレートしている。なんでもかん

でも多言語対応にするのはよくない。

ヒアリング対象者

住まいや暮ら

しの変化

防災
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表 3-1 に整理したヒアリング調査の結果から、外国人市民の生活が、リーマン・ショック前

後に変化したこと（変化の兆し）、民間の賃貸住宅で部屋を借りたり戸建住宅を購入したり、こ

れまでの公営住宅生活の外国人とは異なる生活を送る外国人が見られるようになったこと（住ま

いの変化）、それに伴い集住エリアの拡大、あるいは分散化がみられること（集住エリア）、公営

住宅の外国人とそれ以外で生活する外国人とで日本語能力が異なること（言語）、工場勤務以外

の仕事で生計をたてる外国人もみられること（外国人の仕事）など近年は外国人の生活が変化し

ていることなどを把握した。 

また、防災に関わることについては、インターネット等の普及によって体験したことはないが、

感覚的に地震に対する恐怖感をもって暮らしている外国人市民がいること（意識や関心）、スマ

ートフォン所有者が多いため、情報共有等には Facebook 等の SNS がよく利用されていること

（情報）を把握した。さらに情報入手のしにくさや個人情報保護等の関係から外国人に関する統

計情報がほとんどないことも確認した。 

 

（2）外国人を対象としたイベントの企画立案過程 

 準備段階で把握した情報に基づいて、外国語 Web サイト構築と同時に外国人市民への防災教

育を平行してすすめていくことが必要と考え、そのための企画立案を行うことにした。企画立案

の過程では、外国人市民の登録者がいる「災害時通訳ボランティア」の研修会に参加し、参加者

の様子等を感覚的に把握することを行った。 

また、準備段階時にヒアリングを行った機関・団体にも相談をもちかけアドバイスをもらった。

下記の日時で実施したこの相談を通じた企画立案過程は、図 3-5 の通りである。豊橋市に防災

イベントの企画を前提として各候補（ブラジル人学校の生徒を対象とする場合、防災意識の高い

外国人を対象とする場合、外国人市民を無作為に抽出し集める場合）に対する実現性と留意点を

把握した。 

それを経て、本研究で企画する防災イベントの対象としてふさわしいと判断した対象について、

豊橋市国際交流協会と ABT 豊橋ブラジル協会とで開催に向けた協議を行い、その結果、講義・

講習は日本語で行い 4 ヵ国語の翻訳テキストを配布すること、体験型の要素を盛り込むことな

どのイベント企画時の条件等を共有の上、豊橋市国際交流協会との共催で防災イベントの企画立

案に至った。 

 

上記内容に関する参加した講習会参加、打ち合わせは下記の通り行った。 
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○「災害時通訳ボランティア」研修会への参加 

  「避難所運営ゲーム」の実施（豊橋市による講習） 

   日 時：平成 28 年 7 月 9 日 13:30 ～ 15:30 

   対 象：災害時通訳ボランティア 

   場 所：豊城地区市民館多目的室 

   主 催：（公財）豊橋市国際交流協会 

   訪問者：穂苅耕介、辛島一樹             写真 3-7 講習会の様子  

  

○調査日時・対象 

  調査－1 

  日 時：平成 28 年 9 月 29 日 11:00 ～ 11:45 

  対 象：豊橋市多文化共生・国際課（藤江、原田） 

  訪問者：斉藤大樹、名執潔、穂苅耕介、岡田恵実 

   調査－2 

  日 時：平成 28 年 10 月 4 日 9:00 ～ 10:00 

  対 象：（公財）豊橋市国際交流協会（竹岡）、ABT 豊橋ブラジル協会（鈴木） 

  訪問者：斉藤大樹、名執潔、穂苅耕介、岡田恵実 

 

  ○相談項目 

  防災イベントの対象とする外国人として以下３ケースを検討 

   ・ブラジル人学校の生徒を対象とする場合 

   ・防災意識の高い外国人を対象とする場合 

 ・外国人市民を無作為に集める場合 
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図 3-5 防災イベントの企画立案過程 

 

3.3「つながる防災」による防災ネットワークの拡大 

以上の通り、Web サイト「つながる防災」における外国語 Web サイト構築を見据えた外国人ニ

ーズに関する基礎的調査と防災イベント企画を通じた防災ネットワーク構築を行った。 

 これについて、まず基礎的調査におけるアンケート結果から、外国人の仕事先での防災対応は、

雇用している企業の規模によって違いがあり、大企業では会社全体の防災対策は行っているもの

の外国人への特別な対応はとっていないところが多い一方、中小企業では会社全体の防災対策は

十分とはいえないものの外国人への特別な対応をとっているところが多いことを把握し、仕事上

のコミュニケーション量の多さが外国人対応と関係する可能性を考察した。 

 次に、防災イベント企画の準備段階での情報収集において、外国人市民の地域での暮らし方が

リーマン・ショックの前後に大きく変化し、これに対応した外国人防災のあり方を検討する必要

があることを把握すると同時に、災害への危機意識をもった外国人市民が増加しており、災害弱

者としてではなく災害時に他の外国人市民を支え得る高い防災意識をもった頼もしい外国人の

存在も把握した。 

 そしてこれらの情報収集過程で、外国人防災に関わる地域主体との関係構築を図り、外国人防
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